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　そして、₂₀₁₈年 ₉ 月にはアメリカが追加関税の第 ₃ 弾として、中国からの
₂,₀₀₀億ドル分の輸入に税率₁₀％の課税をしたのに対して、中国もアメリカ
からの輸入₆₀₀億ドル分に、最高で₁₀％の報復関税を課した。当初、アメリ











最大₂₅％まで関税を引き上げる（ ₆ 月 ₁ 日より）と発表した。液化天然ガス
（LNG）、光学機械など ₅ 千種目以上が対象で、追加関税は ₅ ～₂₅％とな
る₁₁。














₂₀₁₈年 ₇ 月 米国が中国を対象に₃₄₀億ドル分の追加関税措置を発動。中国
も₃₄₀億ドル分の米国産品に報復関税措置
　　　 ₈ 月 米国が「第 ₂ 弾」の₁₆₀億ドル分の追加関税措置を発動。中国
も同規模の報復関税措置を発動
　　　 ₉ 月 米国が「第 ₃ 弾」の ₂ 千億ドル分の追加関税措置を発動。税
率は₁₀％にとどめ、₁₉年から₂₅％に引き上げ方針。中国も₆₀₀
億ドル分の報復関税措置を発動。税率は最高₁₀％
　　　₁₂月 首脳会談。協議継続で合意し、米国が「第 ₃ 弾」の税率引き
上げ一時見送り
₂₀₁₉年 ₃ 月 米国が「第 ₃ 弾」の税率引き上げを延期
　　　 ₅ 月 ₅ 日 トランプ氏が「第 ₃ 弾」の税率引き上げ方針をツイート
　　　　　₁₀日 米国が「第 ₃ 弾」の税率引き上げ発動










プ大統領は ₈ 月 ₁ 日に、 ₉ 月より（後に一部は₁₂月₁₅日からに延期）中国に














　一方で中国側は、アメリカが ₈ 月 ₁ 日に追加関税リスト第 ₄ 弾に₁₀％の追




































　他方、国土安全保障省（DHS）のニールセン長官（ ₄ 月 ₇ 日更迭）は₂₀₁₉













　また、トランプ大統領は ₄ 月 ₇ 日、ニールセンDHC長官を更迭し、移民
への対応を硬化させたと見られている。ニールセン氏は国境の閉鎖など極端
な移民抑制策には法的な問題があるとして、慎重だったと伝えられている。
こうした態度をトランプは、手ぬるいとして批判していた。そして、 ₄ 月 ₄
日には、国境を即座に閉鎖するという方針を転換する一方で、メキシコが ₁
年以内に対策を講じなければ、輸入自動車などに関税をかけるとしたうえ、












最低だった ₂ 年前に比べると、 ₉ 倍に達した。また、夏季には砂漠を渡って































〈図表 ₄ ・ ₅ 〉。やはり、現職の人気不足が表れている。なお、民主党支持者
と共和党支持者では意見に程度の差が見られるものの、全体的な傾向とし





















〈図表 ４ 〉民主党の予備選でだれに投票するか （単位：％）
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